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歳
入
の
う
ち
地
方
交
付
税
は
、

平
成
11
年
度
の
１
１
４
億
円
を
ピ 

ー
ク
に
年
々
減
る
一
方
で
、
本
決

算
で
は
半
分
の
57
億
円
に
落
ち
込

ん
で
い
ま
す
。
三
位
一
体
の
改
革

に
よ
り
本
市
が
国
に
よ
っ
て
大
き

な
被
害
を
被
っ
た
こ
と
が
よ
く
わ

か
り
ま
す
。
こ
れ
が
な
け
れ
ば
市

民
要
望
の
実
現
に
大
き
く
寄
与
で

き
た
こ
と
は
疑
い
あ
り
ま
せ
ん
。

　

政
策
上
の
問
題
点
と
し
て
、
公

民
館
等
の
有
料
化
、
体
育
施
設
等

の
値
上
げ
が
行
わ
れ
た
結
果
、
利

用
件
数
、
利
用
者
数
が
減
少
し
、

社
会
教
育
活
動
が
後
退
し
ま
し
た
。

減
免
の
拡
充
を
求
め
ま
す
。

　

子
育
て
関
連
で
は
、
保
育
所
待

機
児
が
年
度
当
初
で
55
人
に
上
っ

て
い
ま
す
。
老
朽
化
し
た
保
育
所

の
建
て
替
え
計
画
と
あ
わ
せ
て
定

員
増
を
図
る
べ
き
で
す
。
学
校
校

舎
の
耐
震
化
率
は
、
34
・
６
％
で

県
内
70
市
町
村
中
61
位
で
す
。
飛

躍
的
な
進
展
を
求
め
ま
す
。
こ
ど

も
医
療
費
無
料
制
度
の
役
割
は
重

要
で
す
。
県
内
最
高
水
準
を
目
指

し
、
拡
充
す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

　

次
に
、
農
業
関
連
費
は
全
体
の

０
・
43
％
、
商
工
費
は
０
・
83
％

で
あ
り
、
商
都
復
活
が
泣
く
と
い

う
も
の
で
す
。
商
業
、
農
業
が
盛

ん
で
な
け
れ
ば
、
に
ぎ
や
か
で
健

康
な
ま
ち
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

　

最
後
に
、
市
の
職
員
は
合
併
後

の
３
年
間
で
３
７
２
人
が
退
職
し
、

一
般
行
政
職
員
数
は
、
対
人
口
比

で
県
内
最
低
と
な
り
ま
し
た
。
職

員
の
待
遇
を
改
善
し
、
行
き
過
ぎ

た
職
員
減
ら
し
を
や
め
て
、
充
実

し
た
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

市
民
に
提
供
す
る
よ
う
求
め
ま
す
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
山
積

す
る
行
政
課
題
の
実
現
に
向
け
て
、

効
率
的
な
予
算
執
行
に
努
め
た
も

の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が
大

幅
な
減
額
と
な
る
な
ど
、
引
き
続

き
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
一
般
会
計
決
算
の

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

○
主
な
内
容

　

予
算
現
額
６
０
１
億
４
７
５
３

万
円
に
対
し
て
、
歳
入
決
算
額
は

５
７
７
億
３
０
３
９
万
円
、
歳
出

決
算
額
は
５
５
８
億
４
５
２
７
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
差
引
残
額
は
、

18
億
８
５
１
２
万
円
と
な
り
、
平

成
20
年
度
に
繰
り
越
す
も
の
で
す
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
２

８
８
億
２
１
６
０
万
円
で
全
体
の

49
・
92
％
を
占
め
て
お
り
、
税
源

移
譲
及
び
定
率
減
税
の
廃
止
に
伴

い
、
前
年
度
と
比
較
し
て
24
億
９

７
９
２
万
円
増
加
し
ま
し
た
。
次

い
で
、
国
庫
支
出
金
が
60
億
５
７

１
８
万
円
（
10
・
49
％
）
で
前
年

度
比
15
億
３
０
２
８
万
円
の
増
加
、

平
成
19
年
度
一
般

会
計
決
算
を
認
定

討
　
論

平
成
19
年
度
一
般
会
計
決
算
、

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
決
算
を
認
定

議
員
提
出
議
案
は
、９
議
案
が
提
出
さ
れ
５
議
案
を
可
決

ム
ダ
を
廃
し
市
民
要
望
の

実
現
を
図
る
こ
と
を 

求
め
反
対
（
日
本
共
産
党
）

今
後
も
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効

か
つ
適
正
に
活
用
す
る
よ
う

要
望
し
て
賛
成
（
新
政
の
会
）

地
方
交
付
税
が
57
億
２
５
１
０
万

円
（
９
・
92
％
）
で
前
年
度
比
10

億
８
６
８
０
万
円
の
減
少
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
債
は
34
億
７
９
２
６

万
円
（
６
・
03
％
）
と
な
り
、
前

年
度
比
４
億
９
０
１
６
万
円
の
増

加
と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

　

歳
出
に
お
い
て
占
め
る
割
合
の

大
き
い
も
の
は
、
民
生
費
が
１
６ 

２
億
６
９
１
１
万
円
で
全
体
の
29 

・
13
％
を
占
め
、
児
童
手
当
費
、

生
活
保
護
費
な
ど
が
主
な
も
の
で

す
。
次
い
で
、
総
務
費
が
94
億
５

８
９
万
円
（
16
・
84
％
）
、
公
債

費
が
76
億
１
６
４
１
万
円
（
13
・

64
％
）
、
土
木
費
が
69
億
７
５
０

６
万
円
（
12
・
49
％
）
、
衛
生
費

が
63
億
５
０
９
８
万
円
（
11
・
37

％
）
、
教
育
費
が
53
億
４
４
２
６

万
円
（
９
・
57
％
）
と
な
っ
て
い

ま
す
。

【
賛
成
多
数
で
認
定
】

今
後
と
も
、
収
納
対
策
に
全
力
で

取
り
組
み
、
さ
ら
な
る
自
主
財
源

の
確
保
に
努
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

市
債
は
、
普
通
建
設
事
業
が
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
市
債
は

貴
重
な
財
源
で
あ
る
反
面
、
将
来

の
財
政
負
担
を
伴
う
と
い
う
側
面

が
あ
る
た
め
、
計
画
的
か
つ
慎
重

な
借
り
入
れ
を
望
み
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
子
育
て
関
連
の
施

策
は
、
こ
ど
も
医
療
費
の
対
象
年

齢
の
引
き
上
げ
や
、
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
の
整
備
な
ど
、
子
育
て
し

や
す
い
環
境
の
拡
充
に
資
す
る
も

の
で
あ
り
、
評
価
す
る
も
の
で
す
。

　

粕
壁
三
丁
目
Ａ
街
区
市
街
地
再

開
発
事
業
や
南
桜
井
駅
周
辺
整
備

事
業
に
積
極
的
に
取
り
組
む
と
と

も
に
、
藤
塚
米
島
線
等
の
幹
線
道

路
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ

り
、
地
域
の
活
性
化
が
一
層
図
ら

れ
る
も
の
と
期
待
し
て
い
ま
す
。

　

災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
事

業
は
、
市
民
の
生
命
・
財
産
を
守 

る
観
点
か
ら
非
常
に
重
要
で
あ
り
、

今
後
の
効
果
的
な
活
用
に
期
待
し 

ま
す
。
ま
た
、
武
里
駅
に
エ
レ
ベ 

ー
タ
ー
と
身
障
者
ト
イ
レ
が
整
備

さ
れ
、
障
害
者
や
高
齢
者
の
安
全

と
利
便
性
が
向
上
し
ま
し
た
。

　

限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用

し
、
事
業
効
果
の
高
い
事
業
に
効

率
的
な
予
算
執
行
が
な
さ
れ
た
も

の
と
受
け
止
め
て
い
ま
す
。
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○
主
な
内
容

　

予
算
現
額
２
４
７
億
２
３
６
万

円
に
対
し
て
、
歳
入
決
算
額
は
２

４
０
億
７
０
６
０
万
円
、
歳
出
決

算
額
は
２
４
４
億
７
２
９
４
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
国
民
健
康

保
険
税
は
75
億
３
０
２
３
万
円
で

全
体
の
31
・
28
％
を
占
め
て
お
り
、

前
年
度
収
入
と
比
較
し
て
１
億
８

３
６
万
円
（
１
・
５
％
）
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。
次
い
で
、
療
養

給
付
費
等
交
付
金
は
57
億
７
４
５

４
万
円
（
全
体
の
24
・
０
％
）
、

前
年
度
比
12
億
94
万
円
（
26
・
３

％
）
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
、
国

庫
支
出
金
が
53
億
３
２
０
３
万
円

（
全
体
の
22
・
15
％
）
、
前
年
度

比
１
億
４
３
３
９
万
円
（
２
・
６

％
）
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

　

歳
出
に
お
い
て
占
め
る
割
合
の

大
き
い
も
の
は
、
保
険
給
付
費
で

１
５
５
億
４
５
９
９
万
円
で
全
体

の
63
・
52
％
を
占
め
、
次
い
で
、

老
人
保
健
拠
出
金
が
42
億
３
３
４

３
万
円
（
全
体
の
17
・
３
％
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

【
賛
成
多
数
で
認
定
】

一般会計
46.2％

一般会計
45.2％特別会計

44.7％

企業会計
10.1％
企業会計
10.1％

特別会計
44.6％

企業会計
9.2％
企業会計
9.2％

市　税

国庫支出金

地方交付税

市　債

県支出金
繰越金

地方消費税交付金

その他国民健康保険
（19.3％）

土地取得
（0.6％）

看護専門学校
（0.1％）

病院事業
（5.1％）

水道事業
（4.1％）

西金野井第二
土地区画整理事業
　　 （0.3％）

老人保健
（10.1％）

介護保険
（7.7％）

下水道事業
（6.5％）

民生費

総務費

公債費

土木費

衛生費

教育費
消防費

その他国民健康保険
（19.8％）

老人保健
（10.1％）

介護保険
（7.4％）

下水道事業
（6.5％）

土地取得
（0.6％）

看護専門学校
（0.1％）

病院事業
（5.5％）

水道事業
（4.6％）

西金野井第二
土地区画整理事業
　　 （0.2％）

平成１９年度　会計別決算

歳 入 総 額　1,249億1,930万円 歳 出 総 額　1,234億1,911万円

一　般　会　計 
歳　入 歳　出

市 税 

国庫支出金 

地方交付税 

市 債 

県 支 出金 

繰 越 金 

 

そ の 他 

　 計 　 

288億2,160万円 

60億5,718万円 

57億2,510万円 

34億7,926万円 

30億9,871万円 

22億3,137万円 

17億8,604万円 

65億3,113万円

577億3,039万円 

民 生 費 

総 務 費 

公 債 費 

土 木 費 

衛 生 費 

教 育 費 

消 防 費 

そ の 他 

　 計 　 

162億6,911万円 

94億 589万円 

76億1,641万円 

69億7,506万円 

63億5,098万円 

53億4,426万円 

23億9,223万円 

14億9,133万円

558億4,527万円 

地方消費税
交 付 金

特　別　会　計 
歳　入 歳　出

国民健康保険 

老 人 保 健 

介 護 保 険 

下水道事業 

土 地 取 得 

 

看護専門学校 

　 計 　 

西 金 野 井 第 二 
土地区画整理事業 

240億7,060万円 

126億7,152万円 

96億3,495万円 

81億6,562万円 

7億 836万円 

3億4,507万円 

1億1,729万円 

557億1,341万円

244億7,294万円 

125億 371万円 

91億 570万円 

80億1,636万円 

7億 836万円 

1億8,807万円 

1億1,254万円 

551億 768万円

企　業　会　計 
病院事業 水道事業

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 

44億3,002万円 

42億 154万円 

6億4,325万円 

15億2,691万円 

58億4,277万円 

59億4,000万円 

5億5,946万円 

7億9,771万円 

平
成
19
年
度
国
民 

健
康
保
険
特
別
会
計 

決

算

を

認

定
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平
成
19
年
度
決
算
で
は
、
歳
入

２
４
０
億
７
０
６
０
万
83
円
、
歳

出
２
４
４
億
７
２
９
４
万
１
７
６

円
で
、
歳
入
歳
出
を
差
し
引
く
と
、

４
億
２
３
４
万
93
円
の
歳
入
不
足
、

歳
入
欠
陥
を
出
す
と
い
う
前
代
未

聞
の
赤
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

法
定
外
繰
入
金
で
す
が
、
年
々

少
な
く
な
り
、
平
成
19
年
度
決
算

で
は
、
平
成
18
年
度
と
比
べ
て
５

億
円
も
減
少
し
て
い
ま
す
。
こ
の

点
を
考
え
る
と
、
平
成
19
年
度
決

算
で
歳
入
不
足
の
４
億
２
３
４
万

93
円
を
引
き
起
こ
す
大
き
な
原
因

と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
言
え
ま
す
。

そ
の
他
一
般
会
計
繰
入
金
を
５
億

円
減
少
し
た
た
め
に
、
歳
入
欠
陥

が
出
た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
事

実
で
す
。

　

市
民
の
命
と
健
康
を
守
る
た
め
、

国
に
対
し
て
は
国
庫
負
担
金
を
増

や
す
よ
う
少
な
く
と
も
１
９
８
４

年
以
前
の
国
庫
負
担
率
に
戻
す
よ

う
強
く
要
求
す
べ
き
で
す
。
ま
た
、

市
と
し
て
も
国
保
加
入
者
の
負
担

の
軽
減
の
た
め
に
繰
入
金
を
も
っ

と
増
や
す
べ
き
と
考
え
ま
す
。
以

上
の
点
を
指
摘
し
、
反
対
し
ま
す
。

討
　
論

国
庫
負
担
金
を
増
や
す
よ
う
要
求
し 

市
も
繰
入
金
を
増
や
す
べ
き
と 

指
摘
し
反
対
（
日
本
共
産
党
）
　

国
民
健
康
保
険
は
、
国
民
皆
保

険
制
度
の
根
幹
を
支
え
る
重
要
な

制
度
で
す
。
し
か
し
、
歳
出
の
大

部
分
を
占
め
る
保
険
給
付
費
は
、

高
齢
社
会
の
進
展
に
よ
り
前
年
度

と
比
較
し
て
約
10
億
円
増
加
し
、

極
め
て
厳
し
い
状
況
で
す
。
歳
入

で
は
、
国
保
税
が
前
年
度
決
算
額

と
比
較
し
て
約
１
億
円
増
加
し
た

も
の
の
、
退
職
被
保
険
者
の
伸
び

悩
み
な
ど
か
ら
見
込
ん
で
い
た
予

算
額
に
は
届
か
な
か
っ
た
状
況
に

あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
本
決
算
額

に
お
い
て
、
実
質
収
支
額
が
４
億

２
３
４
万
93
円
の
歳
入
不
足
と
な

り
、
翌
年
度
に
お
い
て
繰
り
上
げ

充
用
を
行
う
こ
と
に
な
っ
た
こ
と

は
誠
に
残
念
と
思
い
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
加
入
者
は
、
近

年
、
無
職
者
の
割
合
が
増
加
し
、

そ
の
財
政
基
盤
は
ま
す
ま
す
脆ぜ

い
じ
ゃ
く弱

な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
に
お
い
て
も
医
療
費
の
増

大
が
続
く
こ
と
が
予
測
さ
れ
る
中
、

保
険
事
業
の
健
全
な
運
営
を
維
持

す
る
た
め
に
は
、
国
保
税
の
確
保

は
最
も
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
考

え
て
い
ま
す
。

今
後
、
収
納
率
の
向
上
に
一
層
の

努
力
を
し
て
い
た
だ
く
こ
と
を

要
望
し
賛
成
（
新
政
の
会
）

病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の制定 
市立病院運営委員会条例の制定 
病院事業に地方公営企業法の全部を適用することに伴う関係
条例の整備等に関する条例の制定 

議案第60号 
議案第61号 

議案第62号 

（厚生福祉）
（厚生福祉）

（総務・厚生福祉・建設）

原案可決 
原案可決 

原案可決 
 

議案番号 議　　案　　名 

第 2 回（7月）臨時会　審議結果  
平成20年第２回（７月）臨時市議会が、７月30日（水）、31日（木）に開会されました。

審議結果 （　）は付託委員会名 

（○：賛成 ×：反対  -：退席）

（○：賛成 ×：反対  -：退席）

無

所

属 

社
会
民
主
党 

フ
ォ
ー
ラ
ム
春
日
部 

日
本
共
産
党 

公

明

党 

春

和

会 

新

政

の

会 

○ ○ ○ × × × ×  
○ ○ ○ × × × ×  

○ ○ ○ × × × ×  

自治基本条例策定審議会条例の制定 
病院事業管理者の給与等に関する条例の制定
地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整
理に関する条例の制定

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法
人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関
する条例の制定

保育所条例の一部改正
児童館条例の一部改正
子育て支援センター条例の一部改正
国民健康保険税条例の一部改正

議案第63号
議案第64号

議案第65号

議案第66号

議案第67号
議案第68号
議案第69号
議案第70号

（総　　務）
（厚生福祉）

（総務・教育環境）

（総務・厚生福祉・教育環境）

（厚生福祉）
（厚生福祉）
（厚生福祉）
（厚生福祉）

原案可決
原案可決

原案可決

原案可決

原案可決
原案可決
原案可決
原案可決

議案番号 議　　案　　名 審議結果（　）は付託委員会名

無

所

属

社
会
民
主
党

フ
ォ
ー
ラ
ム
春
日
部

日
本
共
産
党

公

明

党

春

和

会

新

政

の

会
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ × ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ × × × ×
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９月定例会　審議結果



5

かすかべ議会だより
20年9月定例会号 

議員提出議案

請　願

土地開発公社定款の一部変更
（仮称）市立第９保育所・（仮称）市立春日部子育て支援セ
ンター建築工事請負契約の締結
（仮称）都市型児童センター建築工事請負契約の締結
（仮称）都市型児童センター外２施設機械設備工事請負契約
の締結
平成19年度一般会計決算認定
平成19年度国民健康保険特別会計決算認定
平成19年度老人保健特別会計決算認定
平成19年度介護保険特別会計決算認定
平成19年度土地取得特別会計決算認定
平成19年度下水道事業特別会計決算認定
平成19年度春日部都市計画事業
西金野井第二土地区画整理事業特別会計決算認定
平成19年度市立看護専門学校特別会計決算認定
平成19年度水道事業会計決算認定
平成19年度病院事業会計決算認定
平成20年度一般会計補正予算（第２号）
平成20年度国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
平成20年度老人保健特別会計補正予算（第１号）
平成20年度介護保険特別会計補正予算（第１号）
平成20年度下水道事業特別会計補正予算（第１号）
平成20年度春日部都市計画事業
西金野井第二土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）
平成20年度市立看護専門学校特別会計補正予算（第１号）
平成20年度病院事業会計補正予算（第１号）

議案第71号

議案第72号

議案第73号

議案第74号

議案第75号
議案第76号
議案第77号
議案第78号
議案第79号
議案第80号

議案第81号

議案第82号
議案第83号
議案第84号
議案第85号
議案第86号
議案第87号
議案第88号
議案第89号

議案第90号

議案第91号
議案第92号

（総　　務）

（厚生福祉）

（厚生福祉）

（厚生福祉）

（各委員会）
（厚生福祉）
（厚生福祉）
（厚生福祉）
（総　　務）
（建　　設）

（建　　設）

（厚生福祉）
（建　　設）
（厚生福祉）
（各委員会）
（厚生福祉）
（厚生福祉）
（厚生福祉）
（建　　設）

（建　　設）

（厚生福祉）
（厚生福祉）

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

認　　定
認　　定
認　　定
認　　定
認　　定
認　　定

認　　定

認　　定
認　　定
認　　定
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決

原案可決

原案可決
原案可決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ × ○ ○ ○
○ ○ ○ × ○ ○ ×
○ ○ ○ × ○ ○ ○
○ ○ ○ × ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ × ○ ○ ○
○ ○ ○ × ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ × × ○ ×

議案番号 議　　案　　名 審議結果（　）は付託委員会名

無

所

属

社
会
民
主
党

フ
ォ
ー
ラ
ム
春
日
部

日
本
共
産
党

公

明

党

春

和

会

新

政

の

会

議第18号議案
議第19号議案

議第20号議案

議第21号議案
議第22号議案

議第23号議案

議第24号議案
議第25号議案
議第26号議案

市議会会議規則の一部改正
市議会政務調査費の交付に関する条例の一部改正
「協同労働の協同組合法」 (仮称) の速やかな制定を求める
意見書
太陽光発電システムの更なる普及促進を求める意見書
学校耐震化に関する意見書
「労働者派遣事業法」を「派遣労働者保護法」に改正するこ
とを求める意見書
社会保障関係費の2,200億円削減方針の撤回を求める意見書
生活品の物価高騰に対する緊急対策を求める意見書
病院建設検討特別委員会設置に関する決議

（付託省略）
（付託省略）

（付託省略）

（付託省略）
（付託省略）

（付託省略）

（付託省略）
（付託省略）
（付託省略）

原案可決
原案可決

原案可決

原案可決
原案可決

否　　決

否　　決
否　　決
否　　決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × ○ ○ ○ ○

× × × ○ ○ ○ ○
× × × ○ ○ ○ ○
× × × ○ ○ × ×

請願第 4 号

請願第 5 号

請願第 6 号

請願第 7 号

社会教育関係団体や、公共、公益を目的とする利用の公民館
使用料の減免と金額の見直しを求める請願
ミニマムアクセス米の輸入停止を求める請願
燃料、肥料、飼料、農業資材の価格高騰に対する緊急対策を
求める請願
「消費税の税率引き上げ反対を求める意見書」の提出を求め
る請願

（教育環境）

（教育環境）

（教育環境）

（総　　務）

不 採 択

不 採 択

不 採 択

不 採 択

× × × ○ ○ × ○

× × × ○ ○ ○ ○

× × × ○ ○ ○ ○

× 　 × ○ ○ ○ ××―

（○：賛成 ×：反対  -：退席）


